
65 

 

1.2 公共交通の状況 

1.2.1 公共交通ネットワークの状況 

(1) 公共交通ネットワーク 

1) 東予地域 

東予地域の公共交通ネットワークをみると、鉄道では、JR 予讃線が東西に通っている。路

線バスは、今治市のほぼ全域のほか、新居浜市、西条市、四国中央市の市街地で主に東西方

向のネットワークを形成している。コミュニティバスは、上島町のほか、新居浜市、西条市、

四国中央市の山間部で運行されている。航路については、今治市から市内の離島や上島町へ、

上島町内の各島間や広島県尾道市へ、新居浜市から市内の離島への離島航路のほか、広島方

面への広域航路がある。また、新居浜市、西条市からは大阪・兵庫方面への広域航路がある。 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-75 公共交通ネットワークの状況（東予地域） 
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2) 中予地域 

中予地域の公共交通ネットワークをみると、鉄道では、JR 予讃線が南北に通っており、松

山市内から松前町、伊予市及び東温市へ伊予鉄道が通っている。路線バスは、松山市、東温

市、久万高原町、松前町、砥部町内で運行されており、コミュニティバスは、伊予市や久万

高原町で運行されている。航路については、松山市から中島などへの離島航路や、広島、山

口、福岡方面への広域航路がある。また、中予地域には愛媛県唯一の空港である松山空港が

立地している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-76 公共交通ネットワークの状況（中予地域） 
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3) 南予地域 

南予地域の公共交通ネットワークをみると、鉄道では、宇和島市から松山方面へ JR 予讃線、

高知方面へ JR 予土線が通っている。路線バスは、各市町間を連絡するように通っており、鉄

道のない愛南町は、路線バスが多く通っている。コミュニティバスは、八幡浜市及び伊方町以

外の市町で運行されているが、大洲市や松野町、鉄道のない西予市東部などで運行路線が多い

状況にある。航路については、大洲市、八幡浜市、宇和島市内の離島航路のほか、八幡浜市及

び伊方町から大分方面への広域航路がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-77 公共交通ネットワークの状況（南予地域） 
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(2) 拠点施設等の立地状況 

1) 東予地域 

(i) 拠点施設の立地状況 

拠点施設の立地状況をみると、多くの施設が幹線バス路線の 500m 圏域に位置しており、

アクセスは比較的良い状況にある。一方で、幹線バス路線を利用できない住民は、身近な

生活圏での拠点施設へのアクセスが困難であることが想定され、身近な拠点施設の適正な

配置や拠点施設への移動手段の確保が必要な状況にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-78 拠点施設の立地状況（東予地域） 
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(ii) 行政機関（国・県）の立地状況 

行政機関（国・県）の立地状況をみると、今治市、新居浜市、西条市、四国中央市の鉄

道沿線に多く立地している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-79 行政機関（国・県）の立地状況（東予地域） 

資料：国土数値情報（平成 25 年度） 
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(iii) 行政機関（市町）の立地状況 

行政機関（市町）の立地状況をみると、本庁舎は、各市町の中心部に立地しており、上

島町以外は、鉄道に近い位置に立地している。その他の施設は、広範囲に点在しているが、

鉄道沿線やバス路線沿線が多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-80 行政機関（市町）の立地状況（東予地域） 

資料：国土数値情報（平成 22 年 4 月時点） 
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(iv) 高等学校の立地状況 

高等学校の立地状況をみると、今治市の離島や上島町を除き、鉄道に近い地域に立地し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-81 高等学校の立地状況（東予地域） 

資料：愛媛県（平成 28 年度） 
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(v) 大型商業施設の立地状況 

大型商業施設の立地状況をみると、今治市、新居浜市、西条市、四国中央市の鉄道沿線

やバス路線沿線に多く立地している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-82 大型商業施設の立地状況（東予地域） 

資料：大型商業店舗総覧 2017（平成 28 年 7 月時点） 
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(vi) 医療施設の立地状況 

医療施設の立地状況をみると、今治市、新居浜市、西条市、四国中央市の広い範囲に数

多く立地している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-83 医療施設の立地状況（東予地域） 

資料：国土数値情報（平成 22 年 9 月時点） 
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(vii) 観光資源の分布状況 

観光資源の分布状況をみると、鉄道沿線や高速道路沿線に多いが、広範囲にさまざまな

施設が点在している。全体的に、自然、スポーツ・レクリエーション分野の資源が多くな

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-84 観光資源の分布状況（東予地域） 

資料：国土数値情報（平成 26 年 9 月時点） 
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2) 中予地域 

(i) 拠点施設の立地状況 

拠点施設の立地状況をみると、多くの施設が幹線バス路線の 500m 圏域に位置しており、

アクセスは比較的良い状況にある。一方で、幹線バス路線を利用できない住民は、身近な

生活圏での拠点施設へのアクセスが困難であることが想定され、身近な拠点施設の適正な

配置や拠点施設への移動手段の確保が必要な状況にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-85 拠点施設の立地状況（中予地域） 

19
118

29 48

510

283

21 12 4 10 17 3

4

6

13 5

84

31

14 5 2 14 8
1

0

100

200

300

400

500

600

700

高
等

学
校

大
型

小
売

店
舗

行
政

機
関

病
院

診
療

所

歯
科

診
療

所

自
然

歴
史

・
文

化

温
泉

・
健

康

ス
ポ

ー
ツ

・
レ

ク
リ

エ
ー

シ
ョ

ン

都
市

型
観

光
（
買

物
・
食

）

そ
の

他

医療機関 観光資源

幹線バス路線500m圏域 圏域外



76 

 

(ii) 行政機関（国・県）の立地状況 

行政機関（国・県）の立地状況をみると、松山市中心部の伊予鉄道沿線に集積している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-86 行政機関（国・県）の立地状況（中予地域） 

資料：国土数値情報（平成 25 年度） 
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(iii) 行政機関（市町）の立地状況 

行政機関（市町）の立地状況をみると、本庁舎は、各市町の中心部に立地しており、久

万高原町、砥部町以外は、鉄道に近い位置に立地している。その他の施設は、広範囲に点

在している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-87 行政機関（市町）の立地状況（中予地域） 

資料：国土数値情報（平成 22 年 4 月時点） 
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(iv) 高等学校の立地状況 

高等学校の立地状況をみると、鉄道沿線が多いが、久万高原町や砥部町などでは、鉄道

から離れた地域にも高等学校が立地している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-88 高等学校の立地状況（中予地域） 

資料：愛媛県（平成 28 年度） 
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(v) 大型商業施設の立地状況 

大型商業施設の立地状況をみると、松山市内の広い範囲に数多く立地しており、鉄道や

バス路線の沿線が多くなっている。松山市以外では、伊予市の中心部に多く立地している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-89 大型商業施設の立地状況（中予地域） 

資料：大型商業店舗総覧 2017（平成 28 年 7 月時点） 
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(vi) 医療施設の立地状況 

医療施設の立地状況をみると、松山市、伊予市、東温市、松前町の広い範囲に数多く立

地しているが、鉄道やバス路線沿線が多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-90 医療施設の立地状況（中予地域） 

資料：国土数値情報（平成 22 年 9 月時点） 
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(vii) 観光資源の分布状況 

観光資源の分布状況をみると、広範囲にさまざまな施設が点在している。松山市中心部

には歴史・文化や自然分野の資源が多く、その他の地域にはスポーツ・レクリエーション

分野の資源が多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-91 観光資源の分布状況（中予地域） 

資料：国土数値情報（平成 26 年 9 月時点） 
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3) 南予地域 

(i) 拠点施設の立地状況 

拠点施設の立地状況をみると、多くの施設が幹線バス路線の 500m 圏域に位置しており、

アクセスは比較的良い状況にある。一方で、幹線バス路線を利用できない住民は、身近な

生活圏での拠点施設へのアクセスが困難であることが想定され、身近な拠点施設の適正な

配置や拠点施設への移動手段の確保が必要な状況にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-92 拠点施設の立地状況（南予地域） 
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(ii) 行政機関（国・県）の立地状況 

行政機関（国・県）の立地状況をみると、宇和島市、八幡浜市、大洲市の鉄道沿線に多

く立地している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-93 行政機関（国・県）の立地状況（南予地域） 

資料：国土数値情報（平成 25 年度） 
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(iii) 行政機関（市町）の立地状況 

行政機関（市町）の立地状況をみると、本庁舎は、各市町の中心部に立地しており、鬼

北町、松野町、愛南町以外は、鉄道に近い位置に立地している。その他の施設は、広範囲

に点在している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-94 行政機関（市町）の立地状況（南予地域） 

資料：国土数値情報（平成 22 年 4 月時点） 
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(iv) 高等学校の立地状況 

高等学校の立地状況をみると、鉄道沿線が多いが、鉄道から離れた地域にもいくつかの

高等学校が立地している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-95 高等学校の立地状況（南予地域） 

資料：愛媛県（平成 28 年度） 
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(v) 大型商業施設の立地状況 

大型商業施設の立地状況をみると、宇和島市、八幡浜市、大洲市などの鉄道沿線に多く

立地している。その他は、各市町の中心部周辺に立地している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-96 大型商業施設の立地状況（南予地域） 

資料：愛媛県（平成 28 年 7 月時点） 

 

 



87 

 

(vi) 医療施設の立地状況 

医療施設の立地状況をみると、宇和島市、八幡浜市、大洲市などの鉄道沿線に多く立地

している。その他は、各市町の中心部周辺に立地しているが、診療所は、広範囲に点在し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-97 医療施設の立地状況（南予地域） 

資料：国土数値情報（平成 22 年 4 月時点） 
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(vii) 観光資源の分布状況 

観光資源の分布状況をみると、鉄道沿線がやや多いが、広範囲にさまざまな施設が点在

している。全体的に、自然、スポーツ・レクリエーション分野の資源が多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-98 観光資源の分布状況（南予地域） 

資料：国土数値情報（平成 26 年 9 月時点） 
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1.2.2 公共交通の事業環境 

(1) バス 

1) 乗合バス 

愛媛県内の乗合バスの利用者数は、平成 24 年度まで減少していたが、平成 25 年度以降は

緩やかな増加傾向にある。今後も利用促進などに努め、バス事業者等の事業環境を維持する

必要がある。 
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図 1-99 乗合バスの輸送人員の推移（愛媛県） 

資料：四国における運輸の動き 30 年（四国運輸局、平成 28 年度） 

※平成 18 年度から対象事業者を変更した（平成 18 年度以降は、愛媛県の主要 2社の数値）。 

 

2) 貸切バス 

愛媛県内の貸切バスの利用者数は、平成 7年以降に利用者数の増加が見られるが、平成 18

年度以降は、減少傾向にある。 
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図 1-100 貸切バスの輸送人員の推移（愛媛県） 

資料：四国における運輸の動き 30 年（四国運輸局、平成 28 年度） 

※平成 18 年度から対象事業者を変更した（平成 18 年度以降は、愛媛県の主要 3社の数値）。 
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3) 高速バスの利用状況 

愛媛県から県外への高速バスの利用者数は増加傾向にある。特に、本四架橋の供用により、

四国外への路線で利用者数増加が顕著であり、明石海峡大橋が開通した平成 10 年度以降、京

阪神への利用者が増加している。 
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図 1-101 高速バスの輸送人員の推移（四国外） 
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図 1-102 高速バスの輸送人員の推移（四国内） 

資料：四国における運輸の動き 30 年（四国運輸局、平成 28 年度） 

年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度
京阪神 59,369 55,085 72,749 110,721 175,216 263,288 311,175 368,675 402,474 416,249
関東 71,565 71,118 68,999 71,014 67,661 67,126 72,943 78,340 78,699 76,282

名古屋 7,639 13,901 14,710 16,149 18,608 17,920 17,339 17,889 15,708 8,368
広島 - 238,761 216,830 206,540 203,592 200,863 207,493 189,188 202,012 217,912
岡山 55,079 52,499 51,265 51,809 50,032 52,277 59,396 60,518 60,551 58,213
福岡 - - - - - - - - - -
年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

京阪神 483,213 453,833 478,620 496,616 522,626 549,769 544,937 539,543 542,938
関東 85,167 79,861 74,857 75,578 72,706 72,356 64,326 62,070 59,912

名古屋 11,032 15,571 16,667 16,500 15,779 15,667 15,591 18,438 16,888
広島 222,838 201,261 201,673 223,765 229,711 228,318 235,510 246,626 252,607
岡山 59,401 52,937 54,172 61,347 61,555 63,165 64,726 65,834 64,381
福岡 9,246 9,422 11,229 13,632 13,378 13,723 13,357 13,561 12,895

年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度
松山～高松 103,360 101,344 103,155 108,226 113,998 120,942 128,071 145,631 155,491 157,341
松山～徳島 - 3,366 55,159 57,995 59,349 60,967 61,447 68,311 83,031 85,328
松山～高知 - - - 27,247 105,084 114,145 113,025 116,052 116,438 115,548

年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
松山～高松 156,942 141,366 139,014 143,274 145,089 141,985 145,907 148,479 150,470
松山～徳島 85,028 75,180 74,627 78,197 77,623 83,442 92,636 94,790 95,317
松山～高知 117,458 106,086 105,416 108,389 106,584 105,692 106,958 119,986 117,600
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4) バス事業者の経営状況 

(i) バス事業者へのヒアリング 

愛媛県の主要なバス事業者 5 社に対し、経営状況及び今後の路線のあり方についてヒア

リングを行った。 

全バス事業者の共通課題として、運転手の不足及び高齢化が挙げられている。バス事業

者によっては、55 歳以上の運転手が約 4割を占める事業者があるなど、運転手の高齢化が

進んでおり、今後、運転人材の不足が懸念される。 

 

【路線・運行ルート】 

・中予地域：中山間地域の支線部分における運行形態の見直し 

・東予地域：東西の長大路線、域内南部や島しょ部の路線の運行形態の見直し 

・南予地域：国道 56 号を軸とした公共交通網の見直し 

【人員・車両体制】 

・運転手の不足・高齢化（若手人材の不足に定年退職者の再雇用で対応） 

・バス車両の不足、車両の老朽化 

【その他】 

・瀬戸内しまなみ海道を中心としたインバウンド旅行者の増加に向けた対策 

表 1-5 バス事業者の主な課題 
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図 1-103 運転手の年齢構成（愛媛県内の主要バス事業者 3社、平成 29 年度） 
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(ii) 行政による欠損補助の状況 

赤字のバス路線（乗合バス）の維持のために国・県・市町が運行欠損に対する補助を行

っている。 

このうち、地域間幹線系統（合併前の旧市町村を跨ぐ路線で、一定以内の輸送量である

バス路線）に対する欠損補助は、国と県の合計で、年間 3億円程度で推移している。 

その他のバス路線に対しても、路線維持のために一定の要件を定めて県・市町が補助を

行っている。 
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図 1-104 地域間幹線系統に対する欠員補助（国、県）の推移 

資料：愛媛県 
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(2) 航空 

県唯一の空港である松山空港の利用者数は、平成 23 年度以降、堅調に増加している。ま

た、平成28年度の利用状況をみると、国内線が大部分を占めており、国際線の利用者数は年

間 3万人程度（全空港利用者の 1％）となっている。 
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                                                   （単位：人） 

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
⽻⽥ 1,518,893 1,500,967 1,455,336 1,478,558 1,390,699 1,515,614 1,510,809 1,511,896 1,520,654 1,588,137
成⽥ - - - - - - 189,186 251,902 262,777 250,871
伊丹 628,520 576,364 534,791 510,456 485,567 494,896 533,141 540,325 522,055 547,555
福岡 134,256 130,310 105,678 106,530 111,724 111,671 120,826 129,777 124,930 132,376
関⻄ 89,704 92,876 36,891 - - - 31,901 133,079 168,202 102,409

名古屋 127,904 124,514 102,916 98,581 95,785 102,151 107,043 110,469 114,522 125,332
その他 109,473 66,358 74,074 61,359 85,420 76,454 90,605 87,840 86,179 94,752
国際線 53,861 45,350 53,002 54,087 56,888 52,387 38,627 39,552 41,790 29,178
合計 2,662,611 2,536,739 2,362,688 2,309,571 2,226,083 2,353,173 2,622,138 2,804,840 2,841,109 2,870,610  

図 1-105 松山空港の利用者数の推移（平成 19 年度～平成 28 年度） 
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図 1-106 松山空港の利用者数（平成 28 年度） 

資料：松山空港利用促進協議会調べ 
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(3) 鉄道 

東予地域の主要駅（JR 川之江駅、JR 伊予三島駅、JR 新居浜駅、JR 伊予西条駅、JR 壬生川

駅、JR 今治駅）の乗降者数は、いずれも長期的には減少もしくは横ばい傾向にあるが、1 日

の乗降者が 3,000 人を超えている JR 今治駅、JR 新居浜駅、JR 伊予西条駅の 3 駅は、近年減

少傾向に入っている。JR 伊予三島駅、JR 川之江駅、JR 壬生川駅は、横ばいもしくは微増傾向

にあるが、いずれの駅も 1日の乗降者は 2,000 人に満たない状況にある。 

中予地域の主要駅（JR 伊予北条駅、JR 松山駅、JR 伊予市駅）の乗降者数についても、い

ずれも緩やかな減少もしくは横ばい傾向にある。駅別ではJR松山駅の乗降者数が1日14,000

人以上と突出して多く、次いで JR 北条駅が約 2,500 人、JR 伊予市駅が約 1,000 人という状況

にある。 

南予地域の主要駅（JR 伊予大洲駅、JR 八幡浜駅、JR 卯之町駅、JR 宇和島駅）の乗降者数

は、いずれの駅も長期的には減少傾向にある。駅別では JR 宇和島駅が も多く、次いで JR

八幡浜駅、JR 伊予大洲駅、JR 卯之町駅の順となっているが、いずれの駅も 1日の乗降者数は

3,000 人に満たない状況にあり、 も少ない JR 卯之町駅は、近年 700 人程度にとどまってい

る。 

乗降者（利用者）の減少、伸び悩みがいずれの地域、駅にも共通しており、今後も路線を

維持するため利用促進などに努める必要がある。 
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図 1-107 主要 JR 駅の乗降人員（人／日）の推移（東予地域） 

資料：四国旅客鉄道株式会社 
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図 1-108 主要 JR 駅の乗降人員（人／日）の推移（中予地域） 
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図 1-109 主要 JR 駅の乗降人員（人／日）の推移（南予地域） 

資料：四国旅客鉄道株式会社 
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(4) 航路 

東予地域の主要な港湾（今治港、新居浜東港、東予港）におけるフェリー等の利用者数を

みると、離島航路を有する今治港は、瀬戸内しまなみ海道の開通などに伴い、利用者数が大

きく減少している。一方、関西方面への広域航路がある新居浜東港や東予港の利用者数は、

概ね横ばいで推移している。観光客などの交流人口拡大のため、広域航路の利用促進を図る

とともに、利用者が減少傾向にある離島航路の維持に取り組む必要がある。 

中予地域の中核的な港湾である松山港（松山観光港、三津浜港）のフェリー等の利用者数

は、長期的には減少傾向にあるが、近年は概ね横ばいで推移している。松山港は、市内の離

島航路に加え、広島、山口、福岡への広域航路を有しており、観光客などの交流人口拡大の

ため、広域航路の更なる利用促進を図るとともに、離島航路の維持に取り組む必要がある。 

南予地域の主要な港湾（八幡浜港、三崎港、宇和島港）におけるフェリー等の利用者数を

みると、離島航路のみの宇和島港は緩やかな減少傾向にあるが、九州との航路を含む八幡浜

港、三崎港は増加傾向にある。観光客などの交流人口拡大のため、広域航路の更なる利用促

進を図るとともに、利用者が減少傾向にある離島航路の維持に取り組む必要がある。 
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図 1-110 港湾別利用者数の推移（愛媛県） 

資料：港湾統計年報（愛媛県：平成 17 年～平成 25 年、国土交通省：平成 26 年～平成 28 年） 

※三崎港、八幡浜港は国土交通省の港湾統計年報にデータがないため、平成 25 年までの表示 
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1.3 観光客の状況 

1.3.1 観光客数 

(1) 東予地域 

東予地域への観光客数の推移をみると、年によってばらつきがあるものの、増加傾向にあ

る。観光客の出発地をみると、県内が も多く、県外では四国 3県、中国が多くなっており、

いずれの出発地も増加傾向にある。 

368  377  361  390  374  371  387  397  354  362  384 

852  972  974  1,115  1,167  1,121  1,367  1,383  1,387  1,444  1,519 200  205  210  236  243  267 
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図 1-111 東予地域への観光客数の推移 

資料：観光客数とその消費額（愛媛県） 

 

(2) 中予地域 

中予地域への観光客数の推移をみると、年によってばらつきがあるものの、増加傾向にあ

る。観光客の出発地をみると、県内が も多く、県外では京阪神、中国が多くなっており、

いずれの出発地も増加傾向にある。 
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1,001  943  974  957  1,141  1,180  1,189 389  385  283  302 

333  320  286  281 
303  302  295 

396  411  479  573 
522  509  517  475 

582  588  613 1,704  1,707  1,681 
2,011 

1,926  1,851  1,712  1,822 
1,889  1,937  1,966 

4,778 
5,129  5,119 

4,976 
5,054 

4,890  4,774  4,737 

5,156  5,269  5,270 

9,342 
9,819  9,649 

9,970 
10,497 

10,104  9,959  9,921 

10,811  11,032  11,094 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

（千人） 京阪神 中国 九州 四国３県 その他 県内

 

図 1-112 中予地域への観光客数の推移 

資料：観光客数とその消費額（愛媛県） 
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(3) 南予地域 

南予地域への観光客数の推移をみると、年によってばらつきがあるものの、近年は増加傾

向にある。観光客の出発地をみると、県内が大部分を占めており、県外では四国 3 県、京阪

神が多くなっている。出発地別の推移をみると、いずれの出発地も増加傾向にある。 

219  218  172  249  239  233  282  238  240  278  320 133  130  113  150  158  131  147  139  123  155  166 268  270  201  252  237  198  228  200  203  224  238 
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図 1-113 南予地域への観光客数の推移 

資料：観光客数とその消費額（愛媛県） 

 

1.3.2 観光客の利用交通手段 

愛媛県への観光客の利用交通手段をみると、6 割が自家用車となっており、公共交通機関の

利用は、16.1％にとどまっており、観光面における公共交通の活用が必要である。 

 

 

自家用車
60.00%

貸切バス
21.16%

定期路線

交通機関
16.14%

その他
2.70%

 

図 1-114 観光客の利用交通機関（愛媛県） 

資料：平成 28 年観光客数とその消費額（愛媛県） 
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1.4 教育政策の取組・今後の方向性 

(1) 小中学校の統廃合に伴うスクールバスの運行 

人口減少に伴う少子化により、全国的に小学校、中学校の統廃合が行われている。 

愛媛県においても、小学校・中学校の統廃合が行われており、各市町において、遠隔地の

生徒・児童のためのスクールバスが運行されている。 

地域別にみると、南予地域は他の地域に比べスクールバスの運行が多い。 

 

表 1-6 スクールバスの路線数（市町別） 

 市町名 スクールバスの路線数 

東予地域 今治市 8 路線 

（全 12 路線） 新居浜市 路線なし 

 西条市 1 路線 

 四国中央市 2 路線 

 上島町 1 路線 

中予地域 松山市 5 路線 

（全 11 路線） 伊予市 4 路線 

 東温市 路線なし 

 久万高原町 路線なし 

 松前町 路線なし 

 砥部町 2 路線 

南予地域 宇和島市 1 路線 

（全 50 路線） 八幡浜市（※1） 7路線 

 大洲市 4 路線 

 西予市 10 路線 

 内子町 9 路線 

 伊方町（※2） 4 路線※ 

 松野町 1 路線 

 鬼北町 5 路線 

 愛南町 9 路線 

※1：八幡浜市では、スクールタクシー（3 路線）を含む 

※2：伊方町では、スクールバスを混乗バスとして運行 

資料：各市町からの情報提供 
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(2) 県立高校の再編整備 

愛媛県の教育基本方針・重点施策において、通学に関する教育政策として、通学路安全推進

事業や高校生自転車交通マナー向上対策事業などを実施するとしている。 

また、通学において鉄道やバスの利用が想定される高等学校においても、再編整備の方針が

示されており、募集停止や分校化などの方向性で検討されている高等学校もある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：平成 29 年度 愛媛県教育基本方針・重点施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：県立高校再編整備について（愛媛県、平成 25 年 5月） 
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1.5 公共交通に関する将来展望 

1.5.1 高規格道路ネットワークの整備状況 

地域別の高規格道路ネットワークの整備状況については、東予地域では、四国縦貫自動車道

や今治・小松自動車道などが整備されており、現在は、今治・小松自動車道の未開通区間の整

備が進んでいる。 

中予地域では、高規格幹線道路の新たな整備予定はないが、地域高規格道路として、松山外

環状道路や高知松山自動車道の整備が進んでいる。 

南予地域では、四国横断・縦貫自動車道、大洲道路、宇和島道路などの高規格幹線道路が整

備されており、現在は、津島道路の整備が進むほか、四国横断自動車道の内海 IC（仮称）以南

の整備が検討されている。また、地域高規格道路としても、大洲・八幡浜自動車道の整備が進

むほか、豊後伊予連絡道路の構想がある。 

このような高規格道路ネットワークの整備により、県外（広島方面、九州方面、高知方面）

との結びつきが強化されるほか、愛媛県の中心部である松山市周辺における交通の円滑化や、

地域間の連絡の向上や生活圏の拡大が見込まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-115 高規格幹線道路の整備状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-116 地域高規格道路の整備状況 

資料：愛媛県ホームページ 
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1.5.2 四国新幹線の実現に向けた取組み 

全国に先駆けて人口減少と高齢化が進行する地域社会の維持を目指し、平成 23 年 7 月に「四

国における鉄道ネットワークのあり方に関する懇談会」から「四国の鉄道活性化への提言」が

行われるとともに、平成26年4月には、基礎調査の結果、四国における新幹線整備の妥当性が

確認され、今後、整備計画への格上げ及び事業化の可能性がある。 

愛媛県においては、愛媛県北部の東予地域、中予地域を通るルートになる可能性があり、そ

の主要駅となりうる JR 松山駅の交通結節点としての強化が重要となる。 

 

 

図 1-117 「四国の鉄道活性化への提言」、「四国における鉄道の抜本的高速化に関する基礎調査」 

 

図 1-118 四国新幹線のイメージ 

 
資料：「四国の新幹線実現を目指して」（四国新幹線整備促進期成会） 

（平成 26 年 4月調査結果公表） 
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1.5.3 「道の駅」と連携した公共交通網の形成と自動運転技術・サービスの可能性 

愛媛県においては、松野町において、道の駅「虹の森公園まつの」が道の駅を活用した地域

交通拠点部門のモデル「道の駅」として選定されており、今後は、中山間地域における道の駅

と連携した公共交通網のあり方が重要となる。 

また、国土交通省では、中山間地域における道の駅を拠点とした自動運転サービスの導入に

よる地域活性化を図るため、平成 29 年 7 月より「自動運転ビジネスモデル検討会」を開催し、

2020 年までに実用段階に達することを目指して社会実験を実施しており、過疎地域での旅客・

貨物の輸送における自動運転活用が図られている。 

 

図 1-119 道の駅「虹の森公園まつの」における地域交通拠点としての取組み 

資料：国土交通省ホームページ（記者発表資料、平成 29 年 1月 22 日） 

 

図 1-120 中山間地域における道の駅等を拠点とした自動運転サービス 

資料：国土交通省ホームページ「中山間地域における道の駅等を拠点とした自動運転サービス実証実験」 
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1.6 現状分析からみえる愛媛県の特徴 

これまで整理してきた現状分析からみえる特徴を以下に示す。 

 

【人口及び移動環境】 

・全県で人口減少と高齢化率の上昇がみられ、特に南予地域の高齢化が深刻である。 

・東予・中予・南予のいずれにおいても地域内での移動（通勤・通学）が多く、地域外では

松山市への移動がみられる。 

・移動手段は自動車が半分以上を占めている。 

【公共交通利用者の状況】 

・乗合バスは微増傾向、高速バスは増加傾向にあるが、貸切バスは減少傾向にある。 

・航路・鉄道は、長期的には減少しており、近年においては、横ばいで推移している。 

【その他】 

・愛媛県の観光客数は増加傾向にあるものの、公共交通機関の利用割合は少ない。 

・小中学校の統廃合により、スクールバスの運行が増加しており、特に南予地域で多い。 

・バス事業者では、運転手の高齢化及び人材不足が懸念される。 

・高規格道路網や四国新幹線の整備、自動運転技術の開発等による新たなサービス提供の可

能性がある。 

 

表 1-7 現状分析からみえる愛媛県の特徴 

 愛媛県の特徴 
共
通 

【人口及び移動環境】 
・高齢者の免許保有率が上昇（ただし、75 歳以上の保有率は低い） 

・高齢者運転者の交通事故が増加傾向 

・年齢が上がるほど、高齢者の単身世帯率が高い傾向 

・年齢が上がるほど、一人で外出できない高齢者や外出頻度が低い高齢者の割合が高い傾向 

・外出頻度の低下で健康リスクが上昇する可能性あり（高齢者の外出頻度の向上が課題） 

【公共交通利用者の状況】 

・乗合バスは緩やかな増加、高速バスは増加、貸切バスは減少傾向 

【観光客の状況】 

・観光客数が増加傾向 

（ただし、利用する交通手段は、自家用車：約 6 割、貸切バス：約 2 割、公共交通：約 2 割） 

【教育施策の方向性】 

・小中学校の統廃合に伴い、スクールバスの運行が増加 

（特に南予地域ではスクールバスの運行が多い。） 

・高校生人口の減少に伴い、高等学校の再編整備の方針が検討 

【その他】 

・バス運転手の高齢化が進んでおり、運転手不足の影響が顕在化 
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東
予
地
域 

【人口及び移動環境】 
・高齢者人口は増加、高齢化率は上昇 

・高齢者が広範囲に分布しており、鉄道・バス沿線外で高齢化率が高い 

・高校生人口が減少 

・通学では今治→松山の移動を除くと、隣接市町間の移動が主 

・通勤では今治・西条・新居浜→松山への移動を除くと、基本的に隣接市町間の移動が主 

・通勤手段の大半は自家用車で、二輪車・自転車は市街地部を中心に利用あり 

・鉄道による通勤・通学は鉄道沿線に集中、バス利用は少ない傾向 

・自家用車の世帯当たり・人口当たり普及台数は、他地域より多い傾向 

・高齢者の単身世帯率が県平均より高い傾向 

【公共交通利用者の状況】 
・鉄道は長期的に減少、近年は横ばいに推移 

・広域航路発着港は横ばい、離島航路のみ発着の港では減少傾向 

【公共交通に関する将来展望】 
・今治小松自動車道の整備が進捗 

・四国新幹線の実現に向けた取組みが進展 
中
予
地
域 

【人口及び移動環境】 
・高齢者人口は増加、高齢化率は上昇 

・高齢者人口は松山市の鉄道・バス沿線が多いが、高齢化率はそれ以外の地域で高い傾向 

・高校生人口が減少 

・通学では基本的に隣接市町間での移動が主 

・通勤では松山→今治の移動もみられるが、基本的に隣接市町間の移動が主 

・通勤手段の大半は自家用車・二輪車で、自転車利用は市街地部に集中 

・鉄道による通勤・通学は伊予鉄道沿線に多く、バスの利用率は他地域より若干高い傾向 

・自家用車の世帯当たり・人口当たり普及台数は、他地域より若干少ない傾向 

・高齢者の単身世帯率は他の 2 地域より低い傾向 

【公共交通利用者の状況】 
・鉄道は長期的に減少、近年は横ばいに推移 

・松山港（松山観光港、三津浜港）では長期的には減少傾向で、近年は横ばいに推移 

・航空路（松山空港・国内線）は増加傾向 

【公共交通に関する将来展望】 
・松山外環状道路の整備、ＪＲ松山駅の高架化計画により、交通が円滑化 

・四国新幹線の実現に向けた取組みが進展 
南
予
地
域 

【人口及び移動環境】 
・高齢者人口は増加、高齢化率は上昇 

・高齢者人口は広範囲に分布しているが、鉄道・バス沿線外に高齢化率が高い地域が散在 

・高校生人口は減少 

・通学では大洲・内子・宇和島→松山への移動があるが、その他は隣接市町間での移動が主 

・通勤では松山市への移動もみられるが、基本的に隣接市町間での移動が主 

・通勤手段の大半は自家用車で、二輪車・自転車の利用は市街地部や鉄道・バス沿線に多い 

・鉄道の通勤・通学は鉄道沿線と愛南町中心部に集中、バスの利用率は県平均より若干高い程度 

・自家用車の世帯当たり・人口当たり普及台数は、県平均と同程度 

・高齢者の単身世帯率は他の 2 地域よりかなり高い傾向 

【公共交通利用者の状況】  
・鉄道は長期的に減少傾向 

・広域航路発着港では微増、離島航路のみ発着の港では減少・横ばい傾向 

【公共交通に関する将来展望】 
・四国横断自動車道の未整備区間の整備進捗により高知県との連携強化 

・中山間地域における道の駅を活用した地域活性化（自動運転、地域交通拠点化）が進展 


